
Ⅲ.その他（離婚時分割、各種時限措置の延長等公的年金制度におけるその他の改正①）

項目 現行の仕組み 見直し内容

① 障害年金等の直近１年要件の延長

現行の障害年金・遺族年金の保険料納付要件の特例
措置として、令和８年４月１日前に初診日等がある
場合は、初診日等のある月の前々月までの１年間に
保険料未納期間がなければ、納付要件を満たしたも
のとして扱われる。

直近１年要件によって障害年金等の受給につながる
ケースが存在していることや、今後の取扱いを検討
するに当たって丁寧に実態を把握する必要があるこ
とを踏まえ、令和18年４月１日前に初診日等がある
場合についても引き続き適用できるよう、時限措置
の 10 年延長を行う。
〈公布日施行〉

② 国民年金の納付猶予制度の延長

令和12年６月までの間、同居している世帯主の所得
にかかわらず、本人と配偶者の所得要件で該当の有
無を判断し、実際に保険料を負担できるようになっ
た時点で追納できる仕組み。

国民年金の納付猶予制度について、多くの者が利用
していることから、令和17年６月までの間について
も利用できるよう、時限措置の５年延長を行う。
〈公布日施行〉

③ 国民年金の高齢任意加入について
対象を追加

昭和40年４月１日までの間に生まれた、老齢基礎年
金の受給権を有しない者を対象に、65歳以上70歳
未満の期間も老齢基礎年金受給に必要な資格期間に
達するまで、任意加入の特例として国民年金へ加入
することを認め、保険料を納付することにより年金
の受給権に結びつけることとしている。

引き続き保険料納付意欲がある者の年金受給の途を
開くため、昭和50年４月１日までの間に生まれた、
老齢基礎年金の受給権を有しない者も利用できるよ
う措置することで本措置の延長を行う。
〈公布日施行〉

④ 令和２年改正法附則による検討を
引き続き行うに際して社会経済情勢
の変化を見極めるための措置

概ね100年間の厚生年金財政の均衡が見込まれる時
に報酬比例部分のマクロ経済スライドによる給付調
整を終了することとされており、令和６年財政検証
（過去30年投影ケース）では、Ⅰ１の被用者保険
の適用拡大を行う場合には、令和10年度までの給付
調整が必要な見込みとなっている。

前回（令和２年）改正法附則による公的年金制度の
所得再分配機能等の検討を引き続き行うに際して社
会経済情勢の変化を見極めるため、報酬比例部分の
マクロ経済スライドによる給付調整を、配慮措置を
講じた上で次期財政検証の翌年度（令和12年度を予
定）まで継続する。
〈公布日施行〉

⑤ 離婚時分割の請求期限の伸長

離婚する際、婚姻期間に係る厚生年金の計算の元と
なる保険料納付記録を分割することが可能であり、
民法における離婚時の財産分与請求権の除斥期間が
２年とされていることを踏まえ、２年の請求期限を
設けている。

民法における離婚時の財産分与請求権の除斥期間が
２年から５年に伸長されることに伴い、離婚時の年
金分割の請求期限についても２年から５年に伸長す
る。
〈公布の日から起算して１年を超えない範囲内にお
いて政令で定める日施行〉
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項目 現行の仕組み 見直し内容

① 企業型DCの拠出限度額の拡充

企業型DCの加入者は、事業主の拠出に上乗せして
掛金を拠出する企業型年金加入者掛金の拠出（マッ
チング拠出）が可能であるところ、マッチング拠出
は事業主掛金の額を超えてはならないという制限が
設けられている。

事業主掛金の額によらずに、加入者がそれぞれの状
況に応じ拠出限度額の枠を十分に活用し老後の資産
所得の確保が可能となるよう、当該制限を撤廃する。
〈公布から３年以内の政令で定める日施行〉

② 簡易型DC制度の見直し

企業型DCにおける手続を簡素化した制度である簡
易型DC制度においては、従業員が300人以下の中小
事業主について、企業型DCの加入者の範囲を固定･
拠出額を定額とする等により、通常の企業型DCの
実施の申請において提出が必要とされる書類の提出
を不要としている。

簡易型DC制度のうち、手続の一部を通常の企業型
DCに適用することで、通常の企業型DCを中小事業
主を含めた事業主全体が取り組みやすい設計に改善
し、簡易型DC制度については通常の企業型DCに統
合する。〈令和８（2026）年４月１日施行〉

③ 石炭鉱業年金基金制度の見直し
石炭鉱業に従事する坑内労働者のための老齢給付を
行うことを目的として、昭和42年に石炭鉱業年金基
金法に基づき、石炭鉱業年金基金が設立された。

石炭鉱業年金基金制度について、加入者の意思をよ
り反映できる一般的な制度であるDB制度に移行す
ることが、より加入員・受給者の保護に資すること
から、石炭基金をDB制度に移行して、年金給付等
の権利義務を承継することとし、これをもって石炭
基金法を廃止する。〈令和７（2025）年10月１日、
令和８（2026）年４月１日、公布から５年以内の
政令で定める日施行〉

項目 現行の仕組み 見直し内容

⑥ 遺族厚生年金受給権者の老齢年金の繰下
げの許容

遺族厚生年金の受給権者は、老齢年金の繰下げ受給
はできないこととされている。

高齢者の就労が進展し、今後繰下げ制度の利用者が
増える可能性があることを踏まえて、年金を増額さ
せたいという受給権者の選択を阻害しない観点から、
遺族厚生年金受給権者についても、繰下げ申出を認
める。※老齢厚生年金の繰下げについては、遺族厚
生年金を請求していない場合に限る。
〈令和10（2028）年４月施行〉

Ⅲ.その他（公的年金制度におけるその他の改正②、
企業型DCの拠出限度額の拡充等私的年金制度におけるその他の改正）

＜公的年金制度関係＞

＜私的年金制度関係＞


